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このエビネのハビタット利用情報および HSI モデルは、「自然環境影響評価技法研

究会 報告書」（（社）日本環境アセスメント協会・研究部会 自然環境影響評価技法

研究会。平成 16 年 5 月）において、我が国の環境アセスメントへの HEP（Habitat 

Evaluation Procedures）および HSI モデルの適用可能性を検討するために作られた

プロトタイプを引用し、一部表現等の改定をおこなったものである。 

本モデルは、エビネの成長に必要な条件や選好性に関する既存情報をまとめること

により作られており、様々な開発事業における植物に対する影響の予測・評価および

種の存続のための代替措置の提案を行うとともに、生態学的な観点から生育環境の適

性について客観的に判断できる基準を提案することを目的としている。 

HSI モデルは、ゼロ(生息に不適なハビタット)から１(生息に適切なハビタット)の

間の指数となるよう調整されている。また、ハビタット利用情報 Habitat use 

information を HSI モデルに変換するのに用いた仮説、および現場でのモデルの変数

を測定するための方法を示した。更に、HSI モデル作成のために引用した全ての文献

についても示した。本モデルは、本研究会の作成担当者が本種にとって最も重要な生

育環境の特性と考えたものを単純化して示している。 

本冊子のモデルを環境影響評価あるいは環境保全措置に使用する場合、研究の対象

（地域など）を明確に明らかに設定することが必要であり、その目的に合うようにモ

デルを修正する必要がある。 

本モデルは、実際に生育している結果が示されている関東近辺を調査対象地として

いる環境影響評価報告書及び自然環境調査報告書等環境アセスメント図書等を整理す

ることで生育環境条件を仮定し作成している。また、これまで、本モデルは、実用化

に向けての現場調査による検証はなされていない。そこで、実際の事業における環境

アセスメント等に本モデルを利用する場合には、開発担当者に事前に連絡して頂けれ

ば幸いである。連絡先は以下の通りである。 

 

〒153-0042 東京都目黒区青葉台 4-4-12 

(株)オオバ 環境本部 三木優治 

E-mail：yuji_miki@k-ohba.co.jp Tel.：03-3460-0117 
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1 はじめに 

日本国内の野生ランとして代表的なエビネ Calanthe discolor Lindl.（エビネ

属ラン科エビネ）は、かつては里地・里山や丘陵地の雑木林（落葉広葉樹林）で

普通に見られる種であったが、園芸用の採集、森林の伐採、土地造成などにより

個体数が減少している。 

さらに、本種は、自然環境調査や環境アセスメントなどにおける重要な植物の

尺度となっている環境省レッドデータブックにおいて VU（絶滅危惧Ⅱ類）に選定

されているほか、全国各地の都道府県版レッドリストにおいても何らかのカテゴ

リーに選定されている場合が多い。今後ますます予測評価や保全対策、保護増殖

など、いろいろな形で、本種が取り上げられる可能性が高いと考えられる。 

また、エビネの生育に関する予測の手法は、他の動植物と同様に定性的な手法

にて行われている。環境保全措置にあたっては、主に生育位置の保全もしくは個

体の移植といった手法が用いられる事例がほとんどである。さらに、生育環境の

保全・維持対策・移植には園芸的な管理や手法が取り入れられている。 

しかし、これらの環境保全措置やその手法は、技術者の経験や園芸的な知見に

よるものであり、統一された経験や知見によるものではない。今回、HSI モデル

を用いることで生育環境の適性を客観的定量的に判断できる手法を確立するこ

とは、移植や生育環境の改善措置や移植候補地の選択などの対策を講じる際の極

めて重要な指標となると考える。 

本モデルは、関東近辺を調査対象地としている環境影響評価報告書及び自然環

境調査報告書等環境アセスメント図書等（以下、「既存資料）とする。）を整理

することで生育環境条件を仮定して作成している。なお、現地調査等による検証

は行っていない。 

 

2 謝辞 

本研究にあたっては、熊本大学 杉浦直人氏からラン科植物に訪れる訪花昆虫

に関する貴重なデータならびにアドバイスを頂いた。なお、本研究の一部には、

環境省が平成 14 年度に実施した事業内容が含まれている。ここに記して厚く感

謝の意を表する。 

 

3 ハビタット利用情報 

3.1 生活史 

エビネは雑木林の下など、あまり草が茂っていないスギの林や雑木林に生え、

葉の形ときれいな緑の色に特徴があるとともに、集まって生える地生ランであ

る。偽球径は球状、多年草であり、葉は越年生で次年には下をはう。葉は 2～3

個ついて、長さ 15～25cm花茎は高さ 20～40cm、1～2 個の鱗片葉がある。花序

は短毛があり、4～5月、ややまばらに 8～15花つける。花被片は暗褐色。唇弁

はガク片と同長、帯紅色または白色で、扇形、3深裂。果実は晩秋に裂開する。
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秋頃に蕾の入った新芽を形成し、常緑で休眠する（牧野 1997）。 

ちなみにエビネのなかま（エビネ属）は熱帯を中心に約 100 種があり、日本

には、19 種が分布する。ナツエビネ、ニオイエビネ、サルメンエビネなどがよ

く知られている。 

 

3.2 分布状況 

本種は、北海道西南部以南から九州、琉球列島、済州島に分布する。特に関

東、中部地方に多く、山地の林内や竹藪にはえる（牧野 1997）。 

生育環境は、既存資料によると、表-1に示すとおり丘陵地における生育確認

が特出している。 

 

表-1 エビネ生育環境 

環境 分布率（％） 

高山・岩場  0.0 

山地  9.7 

丘陵地 79.6 

台地  3.2 

低地  3.2 

街・道路・公園  0.0 

河原・水辺  0.0 

湿地  0.0 

海岸・浜辺  0.0 

参考：関東地方既存アセス報告書及び自然環境調査報告書 

 

3.3 土壌・水分 

年間を通じて湿度と適度な風のある場所を好み、風当たりが強い場所や乾き

の激しい場所は適さないとされている（東京山草会 2001）。 

また、ラン科植物は、もともと菌根菌に対する依存度が高く、菌の感染がな

いと種子が発芽しないほどである（佐藤・新里 2003）。 

 

3.4 日照 

夏場などは直射日光に当てると葉焼けをするので、70％くらいの遮光条件が

生育に適しているとされている。一般に日照量が多すぎると葉の色は薄くなり、

日陰だと葉の色が濃くなる。（東京山草会 2001） 

したがって、直射日光を避け、日陰または半日陰が望ましく、落葉樹等の林

床で、木漏れ日程度の光量が最も良い。 

 

3.5 湿度 
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開花の条件としては 15℃前後が望ましい。関東地方では春先の気候に合致す

る。また、冬季は寒風を避け、０℃以下（理想は５℃以上）にならない方が良

いとされている（東京山草会 2001）。 

また、エビネは花芽の完成がほぼ 10 月～11 月に終り、休眠して春に開花す

る。12 月～2月の休眠と思われる時期は低温処理期間で、この低温量が充分で

ないと、その後、開花に適した気温にしても花茎は伸びてこないとの園芸的見

地がある（佐藤 1974）。 

 

3.6 繁殖 

エビネはバルブと呼ばれる球体が１年に１個の割合で増殖し、それぞれのバ

ルブに芽が出る可能性を持っている。 

また、虫媒による繁殖もあり、エビネ類の花粉を媒介する昆虫はミツバチ科

のニッポンヒゲナガハナバチのほか、クマバチやスズメバチ、ミツバチなどの

観察報告がある（唐澤・石田 1998）。 

 

4 HSI モデル 

4.1 モデルの適用範囲 

このモデルは関東地方での使用を基本とする。 

この理由としては、本モデルの SI 値の判断基準とした文献を関東近辺を調査

対象地としている環境影響評価報告書及び自然環境調査報告書等環境アセスメ

ント図書等に限定したためであり、他地方の生育環境条件を考慮していないた

めである。 

なお、原則として、現地調査等で個体を確認した樹林は極力保全することと

したい。前述したとおり、ラン科植物はラン菌との共生の実現が困難なことか

ら、種子による繁殖は極めて稀である。従って、自生している個体は、奇跡的

な巡り合わせによるものであることは容易に認識できる。移植は一種の救済措

置であり、一概に種の保全措置に成り得ないと考えている。 

万が一、生育地点を回避、保全できない場合には、本モデルを活用すること

で救済措置検討のための一資料とすることができる。生育環境の維持・管理の

対策のための検討資料や、現地調査により個体確認には至らなかったが、本モ

デルにより生育環境としてのポテンシャルが評価されるエリアを個体の仮移植

等の判断資料とするなどが可能と考えている。 

 

4.2 モデル式 

4.2.1 概要 

本モデルは、発芽⇒成長⇒開花におけるハビタット適性度を判断するために、

エビネの生活史の段階で必要とされるものの質を検討している。 

今回、エビネの生育条件であるラン菌の存在、温度、日光、水分、養分の諸
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条件としている。なお、自生している個体のデータは定性的な情報が多いこと

から、園芸的見地も一部取り入れている。 

また、ポリネータ（花粉媒介者）の存在についても条件を整理した。特定植

物に対するポリネータの知見はほとんどないことから、本モデルでは参考とし

て扱うこととした。 

ハビタット変数は、個々に、または組み合わせて生存必須条件を定義するも

のである。ハビタット変数 (habitat variables) 、 生存必須条件 (life 

requisites)などの HSI の関係を、図-1 に示す。 

 

 ハビタット変数 

(Habitat variable) 
  

生存必須条件 

(Life requisite)
  

生活史の段階 

（Life stage） 
  

 

           

        
V1 ラン菌の存在 

  
ラン菌の存在 

      

           

        
V2 斜面方位及び地形   

温度 
      

          

      
V3 
低木層（S 層）に 

おける被度   
日光 

    
 

       

発芽 

成長 

開花 

繁殖    

          

    
水分 

      

V4 樹林構成         

         
HSI

    
養分 

      

           

        
V5 ポリネータ

※の存在 
     

繁殖 
   

※ポリネータ：花の花粉媒介者。 

図-1 エビネにおけるハビタット変数、生存必須条件及び HSI の関係 

 

(1) ラン菌の存在（V1） 

ラン科植物の種子は、他の植物が持つ胚乳等の養分貯蔵組織を持っていない

ため、自力では発芽することができず、自然界では非常に低い確率でラン菌と

の共生関係を築き、増殖することが知られている。 

ラン科植物は、もともと菌根菌に対する依存度が高く、菌の感染がないと種

子が発芽しないほどである。ラン科植物の一般的な菌根菌は Rhizoctonia属の不

完全菌類で、これは普通他の植物に菌根を形成することはあまりない。このこ

とから、一般的なラン科植物と菌根菌の関係は特異性の高い関係であるといえ

る（佐藤・新里 2003）。 

また、難発芽性地生ランであるカキランは、アツモリソウ菌とミヤマウズラ
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菌と共生し、生長が見られる研究成果（山形県立村山農業高等学校 2002）が報

告されており、他のラン科植物に依存するラン菌は難発芽性のランの育成にも

大きく貢献できることが示された。 

このような知見を考慮し、ラン菌の存在有無は、生育の適正に重要な関わり

があると考える。 

 

(2) 斜面方位及び地形（V2） 

エビネの生育には、土がたまるような安定した凹型の地形で水はけの良い場

所が望ましい。既存資料による個体確認地点を図-2に示す微地形単位で分類・

整理すると谷頭凹地、麓部斜面において個体が多く確認されており、上部谷壁

斜面のうち局地的な土や枯葉がたまりやすい凹地や尾根から少し下がった丘頂

緩斜面でもで個体数の確認が多い。 

従って、斜面方位、微地形が生育の適正に関わりがあると考える。 

 

 

図-2 丘陵地谷頭部を構成する微地形単位（模式図）（松井・武内・田村 1990） 

 

(3) 低木層（S 層）における被度（V3） 

エビネは高さ約 0.3ｍ程度まで生長する。生育地の樹林構成により林床の遮

光率は変化するが、本モデルでは、エビネの直上にあたる低木層（S 層）の被

度により必要な遮光率を判断している。低木層（S 層）の被度が大きければ遮

光率は増し、比較的日射量が乏しいことを指す。被度が小さければ遮光率は小

さく、日射量が豊富であると判断する。 

既存資料より、エビネが芽吹く早春季に実施された時期の生育確認地点、樹

林構成、低木層（S 層）の被度を把握した。 

 

(4) 樹林構成（V4） 
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生育環境は、一般的に丘陵地から山地帯下部の丘陵地で、落葉広葉樹林、ス

ギ林及び雑木林の林床とされている。 

既存文献より、エビネが確認されている樹林環境は、コナラ林との混交林、

スギ・ヒノキ植林が多くを占めていることから、生育には、落ち葉等が堆積し、

比較的水はけの良い広葉樹林のほか、他種が移入しづらいスギ・ヒノキ林を適

地と仮定した。 

 

(5) ポリネータの存在（V5）（参考） 

エビネの繁殖は、個体の生長による繁殖と、種子散布による繁殖がある。個

体の生長による繁殖は、生育地の日光、水、土壌、栄養といった観点で繁殖す

ることになるが、種子散布では自家受粉のほか、大本の種子が形成に至る過程

としてポリネータの存在が必要である。 

エビネ類の花粉を媒介する昆虫は、ミツバチ科のニッポンヒゲナガハナバチ

のほか、クマバチやスズメバチ、ミツバチなどの観察報告がある（唐澤・石田

1998）。また、その他、杉浦によると、キエビネ、シラン等にもハチ目（特にハ

ナバチ類）がハエ目（アブ類）よりも多く集まるという報告がある。 

しかし、特定植物に対するポリネータの知見はほとんどなく、本条件は参考

として扱うこととする。 
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4.2.2 ハビタット変数の SI グラフ 

ハビタット変数と適性度（SI）の関係を以下に示す。 

 

V1 ラン菌の存在 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

Ｓ
Ｉ
値

 

 

 

 

V2 斜面方位及び地形 

  丘陵地  台地上、平地

微地形 頂部斜面 谷壁斜面 
谷頭凹地・ 

麓部斜面 

平坦地． 

谷底面 

傾斜 
15 以下 

  ～25°
25～50° 

25°程度 

以下 
15°以下 

北向き 0.2 0.7 0.7 0.2 

南向き 0.2 0.9 1.0 0.2 

東向き 0.2 0.9 0.9 0.2 

西向き 0.2 0.6 0.6 0.2 

 

V3 低木層（S 層）の被度 

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

0～20％ 21～40％ 41～60％ 61～80％ 81～100％

Ｓ層優占種の植被率

Ｓ
Ｉ
値

 

エビネの有無 確認 未確認 未確認 未確認 未確認
ラン科植物の有無 － 確認 － 未確認 未確認

樹林構成 － － 同じ 同じ 異なる
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V4 樹林構成 
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り
）

ス
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理
な
し
）
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ラ
カ
シ
林
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ダ
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イ
林

ア
カ
マ
ツ
林

竹
林

そ
の
他
常
緑
樹
林

伐
採
跡
地

雑
草
群
落

水
田

水
域

開
放
的
な
公
園

比
較
的
樹
木
が
豊
富
な
公
園
等

上
記
に
該
当
し
な
い
樹
林
構
成

S
I
値

 

 

V5 ポリネータの存在（参考） 

生育が確認された樹林において、 

ハナバチ類が確認された場合：0.5 

ハナバチ類が確認されない場合：0.0 

 

 

 

表-2 エビネ SI グラフのデータソースと仮定 

変数 ソース 仮定 

V1 佐藤・新里 2003 

山形県立村山農業高等学校 2002 

ラン科植物の生育にはラン菌の存在

は不可欠である。 

V2 、V3、V4 既存文献
※整理 適度な日照条件や温度、湿度水分など

は、地形や樹林・林床の状態により適

正が定まる。実際に生育していた環境

を整理し、確認頻度の高い順に生育環

境としての適正を仮定。 

V5（参考） 唐澤・石田 1998 

杉浦 

ポリネータの観察報告はあるが、特定

に至った知見はない。 

※「7 既存文献」参照 
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4.2.3 HSI 数式 

エビネの HSI モデルを算出するため、ハビタット変数を以下のように組み合

わせて使用することを提案する。 

現状ではポリネータ（V5）に関する知見がほとんどないため、1 式を推奨す

る。この式は、V1～V4 の積で表しており、植物の発芽、成長、開花、繁殖のラ

イフサイクルで必要とされるどの条件がかけても成立しない。 

また、ポリネータ（V5）は繁殖の一要因となりうるため、ポリネータのデー

タを用いることができた場合には、繁殖手段が追加されることになるため、1

式にポリネータの条件を足し合わせ、2 分する式を提案する（2 式）。 

( ) 4
1

4321 VVVVHSI ⋅⋅⋅=   …1 式 

( )
2

5
4

1
4321 VVVVVHSI +⋅⋅⋅

=   …2 式 

 

 

4.2.4 現地調査方法 

本モデルで使用される変数を求めるには、表-3 の測定方法が推奨される。 

 

表-3 変数の測定方法 

変数 測定方法 

V1 ラン科植物の開花時期（4～5 月）に 1 度、現地を踏査し、ラン科植物

の個体の有無を確認する。 

V2 微地形区分は、実体視可能な空中写真や詳細な地形図をもとに図上で区

分する。傾斜は、現地踏査により、適宜、斜面の方位及び傾斜をクリノ

メータ等により測定する。 

現地踏査の時期は問わないが、下草等が繁茂し始める時期より前に実施

すると地形の判断や傾斜の測定が容易である。 

V3 エビネの生長時期である早春季（3 月頃）に樹林構成等を考慮し、代表

的な地点においてコドラート調査を行い、低木層の被度を測定する。 

V4 植生図から樹林層を確認する。 

 

 

5 課題 

本モデルは、既存資料によるデータを基に作成している。実用化に向けては、

現地調査による検証を行う必要がある。 

また、開発等の事業実施に当たっては、以下に示す理由から現地調査等で個体

を確認した樹林は保全することに留意したい。そして本モデルは保全措置の一判

断材料として適用することが望ましい。しかし、どのような面積規模で、どのよ

うな自然を確保、維持していくかについては、不明点が多いため、さらなるデー
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タの収集、蓄積が必要であり、今後の課題といえる。 

 

近年、エビネに限らず希少なラン科植物は、無菌播種法や微細繁殖法によって

人工増殖が報告されている。しかし、これら人工繁殖個体が自然の生育環境に活

着できて初めて自然本来の姿になることができたといえ、それが実現しない限

り、本来の「種の保存」にはならないと考える。 

保全生態学の立場からは、まず、生育環境そのものを保全しながら、同時にポ

リネータや種子散布動物、共生微生物、さらに寄生者を含む相互作用系全体に注

意を払い、これらの生存を保証するための生育地管理を実施しすることが先決で

あるとされる（鷲谷・矢原 1996）。そのためにはあらかじめ、保全すべき植物種

の栄養生長による繁殖（増殖）の過程ではなく、開花⇒受粉⇒結実をへて種子散

布⇒発芽⇒実生の定着へといたる『種子による繁殖』の過程に関する相互作用系

全体の情報が不可欠であるとされている（鷲谷・矢原 1996）。 

また、近年北アメリカの菌寄生性のランの研究から、ラン科植物は、周辺の樹

林の外生菌根菌に依存して生活していることが明らかになりつつあることから、

菌類を介したコネクションが再構築される保証がない限り、移植が成功する可能

性は皆無であると言わざるを得ない（佐藤・新里 2003）。 
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8 改訂記録 

・2004 年 5 月 「自然環境影響評価技法研究会 報告書」（（社）日本環境アセス

メント境界・研究部会 自然環境影響評価技法研究会。平成 16 年 5 月）に掲

載。作成者・連絡先は内表紙に示したとおり。 

 

・2006 年 5 月 ご意見やご指摘等を踏まえ、文献や文章の記載内容を改訂。改訂

者・連絡先は内表紙に示したとおり。 




